事　務　執　行　概　要

子　育　て　支　援　課　

平成28年度事業別最終予算額及び決算額
（単位:千円）

	事業名
	最終予算額
	決算額又は

決算見込み額
	グループ（課）名

	大阪府子ども施策審議会の運営
	２３２
	１６２
	企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ

	児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費
	３，８３８
	２，５７４
	推進グループ

	放課後児童クラブ整備事業費補助金
	１６２，００５
	１４８，７５０
	〃

	子ども・子育て支援交付金
	５，７３９，４４４
	５，１２２，４９９
	〃

	大型児童館「ビッグバン」の管理運営業務委託
	２０，０７０
	２０，０７０
	〃

	関西子育て世帯応援事業（まいど子でもカード）の実施
	９，８８０
	９，８７５
	〃

	地域少子化対策重点推進事業
	１７５，４７０
	１２，０８６
	〃

	【新規】結婚新生活支援事業費補助金
	２６，７３０
	１，５６３
	〃

	大阪府地域福祉・子育て支援交付金
	１，９９０，８５６
	１，９７４，９４５
	〃

	大阪府地域福祉・子育て支援交付金「子育て支援分野特別枠」
	２００，０００
	１９３，２５９
	〃

	大阪府新子育て支援交付金(優先配分枠事業)
	５００，０００
	４７９，９４３
	〃


	大阪府新子育て支援交付金(成果配分枠事業)
	１，７００，０００
	１，７００，０００
	〃

	母子・父子福祉センター運営補助事業
	７，６８９
	７，６８９
	〃

	母子家庭等就業・自立支援センター事業
	１４，７５４
	１４，７５４
	〃

	ひとり親家庭等日常生活支援事業
	２，２７９
	２，２７９
	〃

	ひとり親家庭等生活向上事業
	７，１８２
	６，８９２
	〃

	母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業
	２０，３７０
	２０，３６１
	〃

	【新規】ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
	３８８，０３５
	３６６，４７１
	〃

	【新規】全国ひとり親世帯等調査委託費事業
	１，２７４
	１，２６９
	〃

	【新規】子どもの生活に関する実態調査事業
	９，７９２
	９，６９０
	〃

	施設型給付費等負担金
	２５，２９６，１７９
	２４，４２７，０４７
	認定こども園・　保育グループ

	子どものための教育・保育給付費補助金
	４９，００２
	１８，７４１
	〃

	【新規】病児保育施設整備
	３，９０８
	３，５４４
	〃

	安心こども基金事業
	３，９９２，６１６
	２，３５６，０７８
	〃

	
	保育所等整備事業
	３，５２３，２３２
	２，１９３，７４６
	〃

	
	認可化移行総合支援事業
	６３，９９９
	４１，６５１
	認定こども園・　保育グループ

	
	小規模保育設置促進
	４０５，３８５
	１２０，６８１
	〃

	保育士等登録制度推進事業
	２６，２４３
	２０，０２１
	〃

	保育士・保育所支援センター事業

（子育て支援人材確保事業費）
	１３，６０２
	１２，４９９
	〃

	保育教諭確保のための資格等取得支援事業
	２０，９８４
	５，１５４
	〃

	
	安心こども基金
	１，５５０
	６２２
	〃

	
	保育対策総合支援等事業費
	１９，４３４
	４，５３２
	〃

	保育士養成施設に対する就職促進支援事業

（保育対策総合支援等事業費）
	１８，４５０
	３，１８０
	〃

	保育対策総合支援事業費補助金

（保育対策総合支援等事業費）
	１１３，９８４
	６１，２８０
	〃

	【新規】保育士修学資金貸付等事業

（保育人材確保事業費）
	３，３７７，３４６
	３，３０６，１３６
	〃

	認定こども園等研修事業
	３７３
	１００
	〃

	公立幼保連携型認定こども園保育教諭研修事業
	１，１２５
	２６５
	〃

	産休等代替職員費補助金
	１０，０８９
	６，６９４
	〃


企　画　調　整　グ　ル　ー　プ

１　室の総括業務

室の一般庶務、予算管理などのほか、物品の購入・出納等に関する事務の適正な執行に務めた。その他室内各課及び各室（課）との連絡調整を図り、業務の円滑な推進に努めた。

２　大阪府子ども施策審議会の運営
（単位:千円）

	予　算　額
	㉖　６９３
	㉗　２３３
	㉘　２３２

	決　算　額
	   ５２４
	　　　　 １７１
	１６２


子ども・子育て支援法及び大阪府子ども条例ほかに基づく「大阪府子ども総合計画（平成27年3月策定。計画期間平成27～31年度）」の進捗状況をとりまとめ、大阪府子ども施策審議会に報告し、その意見を踏まえて関係部局と調整し、計画の効果的な推進を図った。

○　大阪府子ども施策審議会

　(1) 委員数（平成２９年３月３１日現在）

        １９人

　(2) 開催日

　　　　平成２８年１１月１１日（金）
○　根拠法令等　大阪府子ども施策審議会条例
大阪府子ども条例
推　進　グ　ル　ー　プ
１　児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費（地域子育て支援拠点の環境改善事業費）補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	　　㉖４，１２０
	㉗４，２６５
	㉘３，８３８

	決　算　額
(特定財源)
	３，７４４
基金（２，４９６）
	３，５０５
国庫（２，３３６）
	２，５７４
国庫（１，７１６）


　　　　地域子育て支援拠点事業を継続的に実施するために必要な改修や備品の整備を実施できるよう市町村に対して、補助を行った。

○　補助実績　　　㉘　４市

㉗　６市

㉖　６市
　　　○　根拠法令等　　児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費（地域子育て支援拠点の環境改善事業費）補助金交付要綱
２　放課後児童クラブ整備事業費補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖１００，６７３
	㉗２３０，３２６
	㉘１６２，００５

	決　算　額
（特定財源）
	９５，４３４
国庫（４７，７１７）
	１８３，３９６
国庫（１３，７１０）
	１４８，７５０　
（－）


地域において、子育てしやすい環境の整備促進を図るため、放課後児童クラブの整備を行う市町村に対して、補助を行った。

○　補助実績　　㉘　２４市１町（１７６箇所）
㉗　２４市３町（２０２箇所）
㉖　１８市３町（１１０箇所)

　　　　　　　　                     

○　根拠法令等　大阪府子ども・子育て支援交付金交付要綱

大阪府子ども・子育て支援整備交付金交付要綱

３　子ども・子育て支援交付金
　　　　（単位千円）
	予　算　額
	㉖　－
	㉗５,３１６,７０１
	㉘５,７３９,４４４

	決　算　額
(特定財源)
	－
	４,６７６,９５５
  （－）
	５,１２２,４９９
  （－）


子ども・子育て支援新制度に基づき策定する「子ども・子育て支援事業計画」により、放課後児童クラブや地域子育て支援拠点事業など、地域子ども・子育て支援事業等を支援するため、市町村に対して補助を行った。

○　補助実績　　　３３市９町１村
　　　○　根拠法令等　　子ども・子育て支援法第５９条

４　大型児童館「ビッグバン」の管理運営業務委託

　　　　　　　　                                            　　　　　 （単位：千円）

	予　算　額
	㉖２２，３２４
	㉗２２，３２４
	㉘２０，０７０

	決　算　額
	　２２，３２４
	　２２，３２４
	　２０，０７０


　子どもの豊かな遊びと文化創造の中核拠点である府立大型児童館「ビックバン」の管理運営業務を指定管理者制度により委託した。

〇　委託先　    一般財団法人大阪府地域福祉推進財団

○　根拠法令等　大阪府社会福祉施設設置条例

５　関西子育て世帯応援事業（まいど子でもカード）の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖１４，００８
	㉗１１，８７３
	  ㉘９，８８０

	決　算　額
	１３，９０５
	１１，７９８
	９，８７５


　

　　関西２府８県（福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県、徳島県、鳥取県）では、子育て世帯を社会全体で応援する気運を醸成するため、企業等の協賛により、シンボルマークのついた携帯電話画面や会員証（カード）などを店舗で掲示することで、割引・特典などのサービスが受けられる「関西子育て世帯応援事業」を展開した。

大阪府では、その一環として、「まいど子でもカード」普及・ＰＲ事業を実施した。

　○　委託先　　①株式会社　関西ビジネスインフォメーション

　　　　　　　　②株式会社ディスクロードグループ

　○　内　容　　①まいど子でもカードの登録システムの運営・管理及びホームページの作成

　　　　　　　　　まいど子でもカードにかかる企業及び子育て世帯への広報　等

　　　　　　　　②ホームページのサーバ保守管理

　○　登録状況

　　　　・子育て世帯　１４７，４６６人

　　　　・店舗　　　　１１，２５５店舗　　　　　　　　　平成29年3月31日時点

６　地域少子化対策重点推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　 ５２，５８３
	　㉗ ３２６，３８９
	㉘１７５，４７０　

	決　算　額

（特定財源）
	　３８,６３４

国庫（３８，６３４）
	１０４，６２１

国庫（１０４，６２１）
	１２，０８６　
国庫（１２，０８６）


地域における少子化問題に対応するため、結婚、妊娠、出産、子育てに一貫した「切れ目のない支援」を行うとともに、同事業を実施する市町村に対し必要な経費を助成する。

   　○　事業実績　

(1) 府事業　　　　　　　　　　　（1事業）　　　　　　　　　　  9,980,280円
(2) 市町村事業　　　　　　 2市  （4事業）　　       　　　　 　2,106,000円
○　根拠法令等　平成27年地域少子化対策重点推進事業交付金交付要綱

７　結婚新生活支援事業費補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	　㉖　　　－
	㉗ 　　－
	㉘　２６,７３０

	決　算　額

（特定財源）
	　－
（－）
	　　－
（－）
	１,５６３
国庫（１,５６３）


新規に婚姻した低所得者世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートアップに係るコスト（新居の住居費、引越費用）を支援する市町村に対し必要な経費を助成する。

○補助実績　　２市１町

○根拠法令等　結婚新生活支援事業費補助金交付要綱

８　大阪府地域福祉・子育て支援交付金【再掲】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖１，９９０，８５６
	㉗１，９９０，８５６
	㉘１，９９０，８５６

	決　算　額
	 　１，９８４，３５１
	 　１，９８３，２７０
	１，９７４，９４５　　　


　　市町村が創意工夫を凝らし、地域の実情に沿って事業を実施することができるよう、平成21年度に創設した｢地域福祉・子育て支援交付金｣により、地域福祉の推進や子育て支援に資する事業（平成24年度に高齢者福祉の推進に資する事業を追加）を行う市町村に対して財政的支援を行った。

　　　〇　交付実績　　２７市９町１村

○　根拠法令等　大阪府地域福祉・子育て支援交付金交付要綱

９　大阪府地域福祉・子育て支援交付金「子育て支援分野特別枠」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖  　　　　　　 ―
	㉗  　３００，０００
	㉘  　２００，０００

	決　算　額
	   　　　　　　　―
	　　　２９０，３８６
	　　１９３，２５９


　　　「市町村次世代育成支援行動計画」又は「市町村子ども・子育て支援事業計画」に位置付け

　　　た地域の重点的な課題に対応する新たな事業展開を支援するため、市町村に対して交付金を交付した。

○　交付実績　27市7町

　○　根拠法令等　大阪府地域福祉・子育て支援交付金「子育て支援分野特別枠」交付要綱
【参考】平成26年度までは「地域重点課題事業」、「分野別リーディング事業」として実施。

	予　算　額
	㉕  ３００，０００
	㉖  ２３６，０００
	㉗  　　　　　　 ―

	
	   ２００，０００
	   ２６４，０００
	  　　　　　　―

	決　算　額
	   ２９２，５８６
	   ２３１，５７８
	 　　　　　　―

	
	   １８９，４１２
	   ２３５，６７６
	  　　　　　　―


※上段：地域重点課題事業　　　（事業開始：平成22年度～平成26年度）

下段：分野別リーディング事業（事業開始：平成23年度～平成26年度）

「こども・未来プラン後期計画」や「市町村次世代育成支援行動計画（後期計画）」の目標達

成に向け、市町村の新たな事業展開を支援するため、市町村に対して交付金を交付した。

１０　大阪府新子育て支援交付金(優先配分枠事業、成果配分枠事業)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予　算　額
	㉖              ―
	㉗ 　５００，０００
	㉘  　５００，０００

	
	　　　　　　  ―
	  １，７００，０００
	　１，７００，０００

	決　算　額
	　　　　　　  ―
	 　　４４０，４６９
	４７９，９４３

	
	　　　　　　  ―
	  １，７００，０００
	　１，７００，０００ 


　　　※上段：優先配分枠事業

　　　　下段：成果配分枠事業

「大阪府子ども総合計画」の目標達成に向け、市町村の新たな事業展開を支援するため、市町村に対して交付金を交付した。

　　〇　交付実績　　３３市９町１村　(優先配分枠事業)、３３市９町１村(成果配分枠事業)

　　〇　根拠法令等　大阪府新子育て支援交付金交付要綱
１１　母子・父子福祉センター運営補助事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円）

	予算額
	㉖  8,093
	㉗  8,093
	㉘  7,689

	決算額
	　  8,093
	　  8,093
	　  7,689


母子・父子福祉センターは、ひとり親家庭等に対して、各種の相談、生活指導等ひとり親家庭等の福祉のための便宜を総合的に供与することを目的とする施設であり、同センターを設置・運営する社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に対し、その運営費を助成した。

１２　母子家庭等就業・自立支援センター事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖　16,106
	㉗　15,301
	㉘　14,754

	決算額

(特定財源)
	16,106
国庫（8,053）
	15,301
国庫（7,650）
	14,754
国庫（7,377）


ひとり親家庭等を対象に、職業相談から就業支援講習会の実施、就職情報の提供など一貫した就業支援サービスや養育費の相談など生活支援サービスを提供するため、社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に委託した。

　　○根拠法令等　厚生労働省局長通知

大阪府母子家庭等就業・自立支援センター事業実施要領

１３　ひとり親家庭等日常生活支援事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額
	㉖　　5,189

委託料　1,960

補助金  3,229
	㉗　  3,186

委託料　1,221

補助金  1,965
	㉘  2,279
委託料　1,146

補助金  1,133

	決算額

（特定財源）
	委託料  1,729

補助金　　772
国庫  （2,704）
	委託料  1,195

補助金　1,849
国庫  （1,920）
	委託料  1,146

補助金　1,133
国庫  （1,328）


母子家庭、寡婦及び父子家庭であって、就職活動等の自立促進に必要な事由または疾病等の社会的事由により、一時的に介護・保育等のサービスが必要な世帯に対し、家庭生活支援員を派遣して、必要な介護及び乳幼児の保育等を行わせるため、社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に委託するとともに、ひとり親家庭等日常生活支援事業を行う市町村に対して、補助を行った。

○根拠法令等　厚生労働省局長通知、大阪府ひとり親家庭等日常生活支援事業実施要綱

１４　ひとり親家庭等生活向上事業

　　　　　　　　　　　　　                   　　　　　　　　  　　  　(単位：千円)

	予算額
	㉖　   3,036

委託料   2,658

補助金   　378
	㉗     3,693

委託料   2,652

補助金   1,041
	㉘     7,182
委託料   2,518
補助金   4,664

	決算額

(特定財源)
	委託料   2,647

補助金   　482
国庫   （1,646）
	委託料   2,650

補助金   1,041
国庫   （2,019）
	委託料   2,518
補助金   4,374
国庫   （4,368）


ひとり親家庭の様々な悩みの相談を比較的時間に余裕のある夜間、休日において、気軽に相談でき、適切なアドバイスを得ることのできる電話相談を社会福祉法人八尾隣保館に、また、子どものしつけ・育児や健康管理などの支援に関する講習会の実施を社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に委託するとともに、ひとり親家庭等生活向上事業を行う市町村に対し補助を行った。

　　○根拠法令等　厚生労働省局長通知、大阪府ひとり親家庭等生活向上事業補助金交付要綱、ひとり親家庭等生活向上事業実施要領

１５　母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業

                 　　　　    　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖　16,891
	㉗  22,050
	㉘  20,370

	決算額

(特定財源)
	16,461

国庫（13,620）
	18,606

国庫（13,954）
	20,361

国庫（15,270）


（１）母子家庭・父子家庭自立支援教育訓練給付金等事業

指定する教育訓練講座（雇用保険制度の教育訓練給付の指定教育訓練講座など）を受講した母子家庭の母等に対して、講座終了後に、対象講座受講料の６割相当額（上限２０万円）の支給を行った。

（２）母子家庭・父子家庭高等職業訓練促進給付金等事業
母子家庭の母又は父子家庭の父の生活の負担軽減を図り、看護師等就職に結びつきやすい資格取得を促進するため、修業年限１年以上の養成機関で修業する場合に、修業期間において訓練促進給付金等の支給を行った。

　　　※府所管区域はいずれも福祉事務所未設置町村

　　○根拠法令等　　厚生労働省局長通知
大阪府母子家庭・父子家庭自立支援教育訓練給付金事業実施要綱、

      　　　　　　　大阪府母子家庭・父子家庭高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱

１６　ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
（単位：千円）

	予算額
	　 ㉖　－
	　㉗  －
	㉘  388,035

	決算額
	  －
	－
	366,471
（国庫360,450）


　　　ひとり親家庭の親の資格取得に向けた支援を促進し、養成機関への入学準備金及び就職準備金の貸付を行うため、同事業を実施する社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に対して、補助を行った。

　　　○根拠法令等　　大阪府補助金交付規則

　１７　全国ひとり親世帯等調査委託費事業
                                                           （単位：千円）

	予算額
	㉖

－
	㉗
－
	㉘  1,274

報償費　700

交付金　574

	決算額
	  －
	－
	報償費　695

交付金　574

（国庫1,269）


　　　　全国の母子世帯、父子世帯、父母のいない児童のいる世帯の生活の実態を把握し、これらの母子世帯等に対する福祉対策の充実を図るための基礎資料を得ることを目的として、概ね５年周期で、厚生労働省が府を経由して実施する調査に係る受託事業を行うとともに、市町村に対して交付金を交付した。
　　　○根拠法令等　　平成２８年度全国ひとり親世帯等調査要綱

１８　子どもの生活に関する実態調査事業

                                                           （単位：千円）

	予算額
	㉖

－
	㉗
－
	㉘  9,792

（国庫7,344）

	決算額
	  －
	－
	　　　9,690

（国庫7,267）


　　　　府の実情に応じた子どもの貧困対策の効果的な支援のあり方を検証し、支援を必要とする家庭を確実に支援する仕組みの構築のため、子どもの生活に関する実態調査を実施した。

　　　○根拠法令等　　子どもの貧困対策の推進に関する法律

　　　　　　　　　　　子供の貧困対策に関する大綱

認定こども園・保育グループ
１　保育所・認定こども園の設置状況
（１）保育所設置認可（届出）・廃止等の状況
（単位：件）
	申請・届出種別
	公　立
	私　立
	合　計

	保育所設置届出・認可申請書
	０
	１
	１

	保育所休止届出・申請書
	０
	０
	０

	保育所廃止届出・申請書
	１
	２
	３

	保育所変更届出書
	０
	１
	１

	保育所施設長変更届出書
	７
	５
	１２

	保育所名称・位置変更届出書
	０
	０
	０

	合　　計
	８
	９
	１７


※大阪市・堺市・高槻市・東大阪市・豊中市・枚方市及び権限移譲済み市町が所管する保育所分を除く
○根拠法令等　　児童福祉法第３５条

大阪府保育所設置認可等要綱
○大阪府社会福祉審議会　児童福祉専門分科会　保育所認可等部会

（1）委員数　　３人（平成２９年３月１７日現在）

（2）開催日
　　第１回　平成２９年２月９日（木）

（3）審議件数１件
○根拠法令等　　児童福祉法第３５条第６号
（２）認定こども園の設置状況

（単位：件）

	施設類型
	㉗
	㉘
	㉙

	幼保連携型
	２５９
	３３１
	４３４

	幼稚園型
	２４
	３９
	６４

	保育所型
	４
	６
	７

	認可外施設型
	０
	０
	０

	計
	２８７
	３７６
	５０５


※各年度４月１日時点の設置数
就学前児童の保育・教育の一体的な実施と、地域における子育て支援機能を併せ持つ認定こども園について、設置者からの認可・認定申請及び届出に基づき、設置を行っている。

○根拠法令等　　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条、第１６条、第１７条
大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例

○大阪府子ども施策審議会　幼保連携型認定こども園認可部会

（1）委員数　　５人（平成２９年３月３１日現在）

（2）開催日
　　第１回　平成２８年９月１５日（木）


第２回　平成２９年２月　９日（木）

（3）審議件数５０件
○根拠法令等　　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１７条第３項
大阪府子ども施策審議会条例

２　児童福祉行政指導監査及び設備運営基準検査
府内市町村の圏域会議を実施し、市町村の子育て支援・保育施策の取り組み状況、課題について重点項目をヒアリングするとともに、自主点検を求め報告を徴収した。
○事務監査　　　３４市町村
○根拠法令等　　児童福祉法第４６条
３　施設型給付費等負担金交付に関する事務
市町村が支弁する市町村以外の者の設置する認定こども園等における施設型給付費等について、本府負担金等の支払を行ったほか、国庫負担金に関する交付申請・所要額調・精算等を行った。
福祉部予算（保育認定：２号認定、３号認定）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　21,657,233
	㉘　　　25,296,179

	決　算　額
	　　　　 －
	21,292,609
	24,427,047


（参考）教育庁予算（教育標準時間認定：１号認定）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　 2,543,947
	㉘　　　 3,261,384

	決　算　額
	　　　　 －
	1,949,884
	3,232,758


　　　　ただし、平成27年度は府民文化部予算
施設の種類及び施設総数　※

保育所（1,057カ所）、認定こども園（376カ所）、地域型保育事業（257カ所）など

※平成２８年４月１日現在の待機児童数調査資料（公立含む）
４　子どものための教育・保育給付費補助金
認可保育所等への移行を希望する認可外保育施設や、認定こども園への移行を希望して長時間の預かり保育を行う幼稚園に対し、特定教育・保育施設への移行を前提として運営に要する費用について財政支援を行う市町村に対し、補助を行った。
（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　 30,353
	㉘　　　　 49,002

	決　算　額
（特定財源）
	　　　　 －
	22,573
国庫（　－　）
	18,741

国庫（　－　）


○根拠法令等　大阪府子どものための教育・保育給付費補助金交付要綱

５　子ども・子育て支援交付金

子ども・子育て支援新制度に基づき策定する「子ども・子育て支援事業計画」により、延長保育事業や病児保育事業、利用者支援事業など、地域子ども・子育て支援事業を支援するため、市町村に対して補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　5,316,701
	㉘　　　5,739,444

	決　算　額
（特定財源）
	　　　　 －
	4,675,955
国庫（　－　）
	5,122,499

国庫（　－　）


※推進グループの再掲

○補助実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市町村数）
	事　　業　　名
	㉖
	㉗
	㉘

	延長保育事業
	－
	３９
	３９

	病児保育事業
	－
	３２
	３３

	利用者支援事業
	－
	２１
	３１

	実費徴収に伴う補足給付を行う事業
	－
	３
	５

	多様な事業者の参入促進・能力活用事業
	－
	６
	９

	一時預かり事業
	－
	３８
	３９


○根拠法令等　　子ども・子育て支援法第５９条

６　病児保育施設整備

病児保育事業を実施するための施設整備を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　－
	㉘　　　　　 3,908

	決　算　額
（特定財源）
	　　　　 －
	　　　　 －
	3,544

国庫（　－　）


○補助実績

	施　設　数
	㉖　　　－
	㉗　　　－
	㉘　３市（３箇所）


○根拠法令等　　子ども・子育て支援整備交付金交付要綱

７　安心こども基金の運営

子育て支援対策臨時特例交付金等を活用し、安心こども基金の積み増し及び事業実施を行った。

（１）基金の状況

（単位：千円）

	基金残高
	㉖　　　17,587,393
	㉗　　　16,021,235
	㉘　　　20,609,287


（２）保育所等整備事業（安心こども基金事業）

待機児童解消のための保育所創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備等を行う市町村に対し、補助を行った。
（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　 12,802,111
	㉗　　　　6,035,686
	㉘　　　　3,523,232

	決　算　額

(特定財源)
	7,757,487
基金（7,757,487）

（現年　6,304,491）

（繰越　1,452,996）
	4,685,871
基金（4,685,871）

（現年　3,627,436）

（繰越　1,058,435）
	2,193,746
基金（2,193,746）

（現年　2,108,291）
（繰越　　 85,455）


○補助実績

	市町村数
（箇所数）
	㉖　27市町（117箇所）

（現年27市町）103箇所
（繰越 9市）　 14箇所
	㉗　16市（61箇所）

（現年16市） 53箇所
（繰越 1市）　8箇所
	㉘　12市(35箇所)
（現年12市町）33箇所
（繰越 1市）　 2箇所


（３）認可化移行総合支援事業（安心こども基金事業）

認可外保育施設が認可保育所へ移行するため改修等を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　　　64,000
	㉗　　　　　42,666
	㉘　　　　　63,999

	決　算　額
（特定財源）
	36,849
基金（36,849）
	42,482
基金（42,482）

（現年　21,149）

（繰越　21,333）
	41,651
基金（41,651）


○補助実績

	市町村数等
	㉖　２市（３箇所）
	㉗　２市（２箇所）
	㉘　２市（２箇所）


（４）小規模保育設置促進事業（安心こども基金事業）

賃貸物件等により新たに小規模保育事業を実施するため改修等を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　1,043,918
	㉗　　　　483,339
	㉘　　　　405,385

	決　算　額
（特定財源）
	399,603
基金（399,603）
	281,206
基金（281,206）
	120,681
基金（120,681）


○補助実績

	市町村数等
	㉖　７市（５３箇所）
	㉗　６市（２２箇所）
	㉘　３市（１９箇所）


○根拠法令等　（２）～（４）

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱

安心こども基金管理運営要領

大阪府安心こども基金特別対策事業費補助金交付要綱

８　保育人材確保・質の向上

（１）保育士試験

保育士の資格を得ようとする者を対象に、指定試験機関を指定し保育士試験を実施した。

平成２７年度からは、地域限定保育士試験を実施している。

全科目免除は、児童福祉法施行規則第６条の１１の２第１項に基づく試験合格者。

	
	
	受験申請者数
	合格者数

	㉖
	通常試験
	2,741 名
	572 名

	
	全科目免除
	518 名
	518 名

	
	合　　計
	3,259 名
	1,090 名

	㉗
	通常試験
	2,752 名
	632 名

	
	地域限定試験
	3,298 名
	727 名

	
	全科目免除
	1,018 名
	1,018 名

	
	合　　計
	7,068 名
	2,377 名

	㉘
	通常試験
	2,081 名
	407 名

	
	地域限定試験
	1,771 名
	448 名

	
	全科目免除
	502 名
	502 名

	
	合　　計
	4,354 名
	1,357 名


○根拠法令等　児童福祉法第１８条の６

（２）保育士等登録制度推進事業

（福）日本保育協会に対し、保育士登録事務の委託を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　　　18,339
	㉗　　　　　23,050
	㉘　　　　　26,243

	決　算　額

（特定財源）
	18,263

手数料（　21,231）
	22,313
手数料（　25,916）
	20,021
手数料（　23,266）


○根拠法令等　　児童福祉法第１８条の１８

児童福祉法施行令第１６条、第１７条、第１８条

国家戦略特別区域法第１２条の４第８項

（３）保育士・保育所支援センター事業

現在勤務していない、いわゆる潜在保育士に対し、各種相談を行ったほか、復職応援セミナーや職場体験等を実施し、就業を支援した。

○登録者数　１，３１１名

○就職者数　　　１４９名

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　　14,317
	㉘　　　　　13,602

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	12,055
国庫（　 6,026）
	12,499
国庫（　 6,801）


○根拠法令等　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱
（４）保育教諭確保のための資格等取得支援事業

幼保連携型認定こども園に従事する保育教諭を確保するため、幼稚園教諭の保育士資格取得及び保育士の幼稚園教諭免許状取得のための受講料並びに代替職員の雇上費について、補助を行った。

◎安心こども基金事業（平成２６年度継続）分　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　　　 429
	㉘　　　　　 1,550

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	541
基金（　304）
	622
基金（　445）


○補助実績

	施　設　数
	㉖　　　－
	㉗　６施設
	
㉘　７施設


◎保育対策総合支援等事業費分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　 10,091
	㉘　　　　 19,434

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	2,646
国庫（1,664）
	4,532
国庫（3,130）


○補助実績

	施　設　数
	㉖　　　－
	㉗　２３施設
	
㉘　４０施設


○根拠法令等　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

教育支援体制整備事業費交付金交付要綱

大阪府保育教諭確保のための資格等取得支援事業費補助金交付要綱
（５）保育士養成施設に対する就職促進支援事業

指定保育士養成施設を卒業予定の学生に対する保育所等への就職を促すための取組を積極的に行っている養成施設に対し、補助を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　　25,012
	㉘　　　　　18,450

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	1,843
国庫（　 921）
	3,180

国庫（ 1,590）


○補助実績

	施　設　数
	㉖　　　－
	㉗　５施設
	
㉘　６施設


○根拠法令等
　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（６）保育対策総合支援事業費補助金

保育周辺業務を行う人材を配置し保育士の負担軽減を図る保育体制強化事業などを実施する市町村に対し、補助を行った。

(単位：千円)

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　　98,324
	㉘　　　　 113,984

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	58,887
国庫（　14,295）
	61,280
国庫（　14,995）


○補助実績

	市町村数
	㉖　　　－
	㉗　　１６市町
	
㉘　　１６市


○根拠法令等
　　大阪府保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（７）保育士修学資金貸付等事業

平成２８年度より国の間接補助制度を利用して（福）大阪府社会福祉協議会を実施主体として、保育士資格の新規取得者の確保や保育士の離職防止、潜在保育士の就職支援を図るため、修学資金や保育補助者の雇上げ費用、保育料や就職準備金など必要な費用の貸付けを行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　－
	㉘　　　3,377,346

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	　　　　 －
	3,306,136
国庫（ 3,298,046）


※㉘　　㉗繰越を含む

○貸付実績

	貸付件数
	㉖　　　－
	㉗　　　－
	㉘　　　８３件


○根拠法令等
　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（８）認定こども園等研修

幼保連携型認定こども園教育・保育要領への理解を深めるため、幼保連携型認定こども園及び移行予定の保育所・幼稚園に対し、研修を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　　　－
	㉗　　　　　　475
	㉘　　　　　　373

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　 －
	253
国庫（　126）
	100
国庫（　 50）


○根拠法令等　　子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金交付要綱

（９）公立幼保連携型認定こども園保育教諭研修事業

公立の幼保連携型認定こども園に勤務する保育教諭について、教育公務員特例法に基づき新規採用教員研修及び十年経験者研修を行った。

	予算額
	㉖　　　－
	㉗　　　3,878
	㉘ 1,125

	決算額
（特定財源）
	　　　　 －
	524
（　－　）
	265
（　－　）


○根拠法令等　　教育公務員特例法附則第４条・第５条

９　認可外保育施設関係事務

（１）届出事務
府内に所在する認可外保育施設から、児童福祉法第５９条の２に規定する届出を受け付けた。
	府内所在認可外保育施設数(平成２８年３月３１日現在)
	２６　施設

	うち　届出対象施設数
	１０　施設


※政令・中核市及び権限移譲済み市町が所管する認可外保育施設を除く。

○根拠法令等　　児童福祉法第５９条の２

大阪府認可外保育施設指導監督要綱
（２）指導監督事務

平成２８年度に府に指導監督権限のあった認可外保育施設１４施設のうち１１施設に対し、児童福祉法第59条の規定に基づき立入調査を実施した。
○根拠法令等　　児童福祉法第５９条
認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領
（３）認可外保育施設職員研修
○開催日時　　　平成２９年１月２０日　午後１時から午後５時
○主な研修内容　①講義：実習：『子どもに起こりやすい事故の予防と応急手当』

講師：日本赤十字社大阪支部　幼児安全法指導員　和田野　元美　氏

②講義：『保護者の声に学ぶ』

～保護者一人ひとりの思いに理解と共感を。～
講師：ちゃいるどネット大阪　理事　棚田　純子　氏

１０　産休等代替職員費補助金
児童福祉施設等の職員が出産又は傷病のため、長期にわたって継続する休暇を必要とする場合、その職務を代行する保育士等代替職員の雇用費に対して、補助を行った。
○賃金単価　　日　　　額　　５，９５０円（限度額）

○任用期間　　産休の場合　　産前産後１４週間（多胎妊娠の場合は２２週間）
病休の場合　　病休開始後３１日目から９０日目まで

○交付先　　１７施設

（単位：千円）
	予　算　額
	㉖　　　　　13,595
	㉗　　　　　14,805
	㉘　　　　　10,089

	決　算　額
	10,008
	11,152
	6,694


○根拠法令等　　産休等代替職員費補助金交付要綱

家　庭　支　援　課　
　平成28年度事業別最終予算額及び決算額

（単位：千円）

	事業名
	最終予算額
	決算額又は

決算見込み額
	グループ（課）名

	児童福祉施設入所措置費
	８，５１８，９９６
	８，５１７，８６５
	育成グループ

	里親支援機関事業委託（養子縁組里親）
	１４，２５０
	１０，０８８
	〃

	里親支援機関事業委託（はぐくみホーム）
	１７，９７９
	１７，９７９
	〃

	里親支援機関委託事業
	４，１８９
	４，１８９
	〃

	里親賠償責任保険料補助金
	３１５
	２６６
	〃

	児童養護施設等実習生受入・就職促進事業
	８，３９４
	７，７６１
	〃

	施設賠償責任保険・生産物賠償責任保険
	１６６
	１３６
	〃

	修徳学院環境改善事業費
	５７，９７９
	５７，９７７
	〃

	子どもライフサポートセンター学習支援プログラム委託事業
	１２，５３７
	１２，５３７
	〃

	近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会実行委員会分担金
	１００
	１００
	〃

	施設退所児童等に対する児童自立生活援助事業業務委託
	１１，２２９
	１１，２２９
	〃

	身元保証人確保対策事業
	３１２
	２８８
	〃

	【新規】児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業
	５２８，８０２
	４１１，１４７
	〃

	児童福祉施設整備費補助金
	２０７，１６５
	１９６，７２１
	〃

	児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費
	３８，０００
	２７，６６１
	〃

	女性自立支援センター管理運営業務委託
	１８２，００９
	１８２，００９
	〃

	児童保護費負担金
	１００，８９８
	９４，４９２
	〃

	婦人保護施設退所者自立支援事業
	３，４２７
	３，４２７
	〃

	視覚障がい幼児療育指導事業
	５，７１１
	５，７１１
	〃

	児童虐待の発生予防・早期発見のための広報啓発事業
	６，１３９
	５，７５４
	相談支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ

	市町村児童家庭相談担当職員研修事業　
	１，０２８
	１，０２８
	〃

	児童相談ＩＴナビシステム
	４２，１１２
	３９，０５５
	〃

	児童虐待等危機介入援助チーム
	７，８５６
	７，８５６
	〃

	児童虐待事例等点検・検証専門部会
	６４９
	３０４
	〃

	児童虐待対応体制強化事業
	２２，９４１
	１７，４３１
	〃

	学習支援事業
	２６，４００
	２５，２５０
	〃

	児童家庭支援センター運営事業委託料
	１０，９４６
	９，４１１
	〃

	母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付事業
	１，６５４，６２６
	９５０，７８９
	貸付・手当ｸﾞﾙｰﾌﾟ

	市町村事務交付金
	１，１２６
	１，１２５
	貸付・手当ｸﾞﾙｰﾌﾟ

	児童手当等の給付事務
	２１，５８６，２７７
	２１，４５５，７９０
	〃

	児童扶養手当給付事務
	５７２，１４３
	５７１，８０８
	〃

	電算処理事務契約関係
	２，０６８
	２，０６８
	〃


育　成　グ　ル　ー　プ
１　児童等の措置に伴う事務
（１）措置費の支出事務　

保護児童等の児童福祉施設への入所措置及び里親への委託を子ども家庭センター所長に委任の上、実施するとともに、府が措置した児童等に係る措置費を児童福祉施設に対して支出した。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖ ７，３０５，２０３
	㉗ ８，５０１，２４１
	㉘８，５１８，９９６

	決算額
(特定財源)
	　 ７，１０６，８１６
国庫(3,553,408)
	　 ８，０８４，６９４
国庫(4,042,347)
	　 ８，５１７，８６５
国庫(4,258,932)


　　　　
○根拠法令等　　児童福祉法第50条
〔府の入所措置児童数〕福祉行政報告例より
	施　設　の　種　別
	平成２８年度中の府入所措置児童数

	児童養護施設
	２２８人

	乳児院
	７７人

	児童自立支援施設
	  　　　　　　　６７人

	情緒障害児短期治療施設
	  　　　　　　　２３人

	里　　　　　　　　　　　親
	  　　　　　　　９４人

	合　　　　計
	４８９人


○根拠法令等　児童福祉法第２７条・第３２条及び第４６条

２　里親制度の推進　
　（１）里親支援機関に対する事業委託（養子縁組里親）　　　　

養子縁組里親委託推進を図るため、新規里親に対する研修や週末里親事業、里親交流事業などの事業を行う里親支援機関に（公社）家庭養護促進協会を選定し、これらの事業を委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

	予算額
	㉖　７，１０９
	㉗　５，７８８
	　㉘１４，２５０

	決算額
（特定財源）
	       ７，１０９

国庫 （３，５５４）
	　      ５，７８８

国庫 （２，８９４）
	　  １０，０８８
国庫 （５，０４４）


○根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

　　　
（2） 里親支援機関に対する事業委託（はぐくみホーム）

児童が安心して生活できるはぐくみホームの登録数の増加に向けた普及啓発、新規里親のリクルート、里親希望者への研修実施、里親と児童のマッチング、支援の充実による不調事例発生予防という一貫した支援を行う里親支援機関に特定非営利活動法人キーアセットを選定し、これらの事業を委託した。

（単位：千円）

	予算額
	㉖   　 ９７０
	㉗ 　　１８,９２５
	　㉘　　１７，９７９

	決算額
（特定財源）
	          ９７０

国庫   （４８５）
	　      １８，９２５

国庫 （１８，９２５）
	　      １７，９７９
国庫 （１７，９７９）


○地域少子化対策重点推進交付金交付要綱

（3） 里親支援機関委託事業

里親制度の普及啓発や里親希望者に対する研修の実施、里親の負担を軽減するための相互援助や交流の促進、養育技術の向上等への支援を行う里親支援機関に特定非営利活動法人キーアセットを選定し、これらの事業を委託した。
　　　（単位：千円）

	予算額
	㉖   　 
	㉗ 　　
	　㉘　　４，１８９

	決算額
（特定財源）
	国庫   （）
	　      

国庫 （）
	　      ４，１８９
国庫 （２,０９４）


○根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

（４）里親賠償責任保険料補助金

委託里親に対する賠償責任保険料として、大阪里親連合会に対して補助をした。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額
	㉖  ３９２
	㉗  ３３２
	㉘３１５

	決算額
	       ３９２
	　　    １９１　
	　　  ２６６

	延対象里親数
	       １０７名
	　      １３６名
	　    １０９名


○根拠法令等　里親支援機関事業実施要綱

３　児童養護施設等実習生受入・就職促進事業

　　　　児童養護施設等に入所している児童の養護・養育を行う職員の人材確保を図るため、就職をめざす学生等に対し知識や技術の向上を図る講座・実習を実施した。また、実習を受けた学生に対し、トライアル雇用を通して、就職を促進するとともに、さらなる技術向上を図る丁寧な指導期間を確保するため、非常勤雇用する費用を補助した。

（１）実習指導・講座開催







　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉖　　－
	㉗　２，５４２
	㉘　２，９３１

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
	　　　　－
	　　　２，５４２
	　　　２，９３１


· 委託先
社会福祉法人大阪府社会福祉協議会

〔講座・実習の内容〕

	分野
	実施日
	科目

	社会的養護の理念
	平成28年9月23日
	社会的養護の理解

施設種別ごとの理解

	
	平成28年9月30日
	子どもの権利擁護

対象者の尊厳の遵守

職業倫理

	対象者の理解
	平成28年10月7日
	社会的養護を必要とする子どもの理解

	
	平成28年10月14日
	家族への支援

地域との連携

	支援技術
	平成28年10月21日
	社会的養護を必要とする子どもの日常生活における支援の理解と子どもたちの課題への対応

	
	平成28年10月28日
	施設生活におけるグループダイナミクス

支援スキル及び緊急時の対応

	演習・実習
	基本的に10月15日～11月20日
	施設体験実習（２日間）

	
	平成28年11月18日
	実習のフォローアップ研修および講座実習を振り返っての情報交換


（２）実習生受入・就職促進事業






　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉖　　－
	㉗　６，２９４
	㉘　５，４６３

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
	　　　　－
	　　　２，４７１
	　　　４，８３０


・補助実績　　１９施設

· 根拠法令等
児童養護施設等の職員人材確保事業実施要綱

４　府立児童福祉施設の運営
　（１）施設賠償責任保険・生産物賠償責任保険

児童養護施設等に入所する児童に対する、管理瑕疵等の損害賠償リスクを軽減するため、大阪エイドセンターを契約代理店として、賠償責任保険に加入した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖　１６０
	㉗　１６５
	㉘　１６６

	決算額
	１５９
	１４１
	　１３６


　（２）大阪府立修徳学院環境改善事業

施設の老朽・狭隘化に伴い入所児童の生活環境の改善を図るため、寮舎の改築等を実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　     　(単位：千円)

	予算額
	㉖　６７，２７３
	㉗　７７，６５５
	㉘　５７，９７９

	決算額
（特定財源）
	６７，２４６

 諸収入（11,903）
	７２，８３３

諸収入（12,817）
	５７，９７７

諸収入（13,835）


　　　　

・木工教室、第５・６寮舎建物賃貸借料、第９寮舎建物賃貸借料、第１・４寮舎建物賃貸借料、第７寮舎建物賃貸借料、第１０寮舎建物賃貸借料、第２寮舎建物賃貸借料
（３）子どもライフサポートセンター学習支援プログラム委託事業

子どもライフサポートセンターの学習支援について、(株)インタースクエアに委託して実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉖ １０，０００
	㉗ ９，５００
	㉘１２，５３７

	決　算　額

(特定財源)
	９，５５９

（０）
	７，３４４

（０）
	１２，５３７

（６，２６８）


５　児童福祉施設入所児に対する行事の開催　

児童福祉施設入所児童を対象とした行事開催経費に対し、次のとおり分担金を支出した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖　１００
	㉗　１００
	㉘　１００

	決算額
	    １００
	    １００
	    １００


　　
	行事名
	実施場所
	分担金交付先
	共催者
	分担金
	参加人員
	実施月日

	近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会
	和歌山ビッグホエール
	近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会実行委員会
	近畿6府県4政令指定都市
	100千円

	112人
	H28.8.22
～8.23



○根拠法令等　第65回近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会開催要項
６　施設退所者等に対する自立支援
（１）施設退所児童等に対する児童自立生活援助事業業務委託

児童養護施設等退所児童の円滑な地域社会への参加と自立を推進するため、自立支援事業を社会福祉法人大阪児童福祉事業協会に委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖ １３，０１４
	㉗ １２，５０２
	㉘１１，２２９

	決算額
	１３，０１４
国庫  （6,507）
	　１２，５０２
国庫  （6,251）
	　１１，２２９
国庫  （5,614）


　　　○根拠法令等　　退所児童等アフターケア事業実施要綱
児童養護施設の退所者等の就業支援事業実施要綱
（２）　身元保証人確保対策事業

施設退所児童の自立支援を図る観点から、退所後の就職やアパート等を賃貸する際に施設長等が身元保証人になった場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会と契約を締結した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉖　３３９
	㉗　３２９
	㉘　３１２

	決算額
（特定財源）
	１８０
国庫 （９０）
	     ２１７
国庫 （１０８）
	     ２８８
国庫（１４３）


　　　

　　　○根拠法令等　　身元保証人確保対策事業実施要綱
（３）　児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業

　　　　保護者等からの援助が見込めない施設退所者等に対し、その円滑な自立を支援するため、家賃相当額等を貸付ける事業を実施する社会福祉法人大阪児童福祉事業協会に補助した。

（単位：千円）

	予算額
	－
	－
	㉘　５２８，８０２

	決算額
（特定財源）
	－
	－
	     ４１１，１４７
国庫（410,792）


７　民間児童福祉施設の整備

（１）児童福祉施設等施設整備補助金の支出事務

社会福祉法人が行う児童養護施設等の施設整備に対して、補助することにより、入所児童等の生活環境を改善するとともに、児童等の権利擁護を推進した。

（単位：千円）

	予算額
	㉖　149,541
	㉗　607,038
	㉘207,165

	決算額

（特定財源）
	        149,541

国庫   （99,694）

地方債 （39,000）
	        607,038

国庫   （404,692）

地方債 （175,000）
	      196,721  

国庫   （131,147）

地方債 （ 65,000）


　　　　平成２８年度　児童養護施設等施設整備実績内訳　　　　　　　　　（単位：千円）

	所在地
	設置主体
	施設名称
	整備区分
	総事業費
	府補助金額（一般財源）
	国庫補助金額
	交付決定額

交付確定額
	支払

年月日

	岸和田市
	（社福）

阪南福祉事業会
	岸和田学園　分園型小規模ユニット
	創設
	158,760
	37,952
	75,903
	124,299

113,855
	H29.5.26

	貝塚市
	（社福）

三ケ山

学園
	三ケ山

学園
	創設
	117,828
	27,622
	55,244
	82,866

82,866
	H29.5.26

	合計
	2法人
	2施設
	－
	276,588
	65,574
	131,147
	207,165

196,721
	－


○根拠法令等　児童福祉法第56条の２

　　　　　　　　　　　次世代育成支援対策整備交付金交付要綱

（２）児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費

　　　　　児童養護施設におけるケア単位の小規模化等、児童養護施設入所児童等の養育環境改善を図るための改修、ファミリーホームを新設する場合の建物の改修等を実施した。

   　 　(単位：千円)

	予算額
	-
	㉗　４０，０００
	㉘　３８，０００

	決算額
（特定財源）
	-
	　３９，９８０

国庫　　(19,990)
地方債　(15,000)
	　　２７，６６１

国庫　　(13,830)
地方債　(11,000)


　　　　　　　　
・事業実績　　社会福祉法人…３、ＮＰＯ法人…１、事業所…２
○根拠法令　　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

児童養護施設等の生活向上のたの環境改善事業費補助金交付要綱

８　婦人保護施設の運営

（１）売春を行うおそれのある女性、あるいは様々な困難を抱える女性について、必要な援助等を行う女性自立支援センター（あゆみ寮、のぞみ寮の２寮総称）〔婦人保護施設〕の事務に関して、国その他関係機関との円滑な連絡調整等に努めた。

○根拠法令　売春防止法

（２）女性自立支援センターの管理運営業務委託

　婦人保護施設である府立女性自立支援センターの管理運営業務を委託した。

　　　　　　　　　　     （単位：千円）   

	予　算　額
	㉖ 191,402
	㉗ 187,249
	㉘ 182,009

	決　算　額

（特定財源）
	   182,353

国庫  （91,176)
	   183,316

国庫  （91,658)
	   182,009

国庫  （91,004)


〇　委託先　    社会福祉法人四天王寺福祉事業団

○　根拠法令等　大阪府社会福祉施設設置条例

９　母子保護の実施事務

〔平成２８年度中新規入所者・世帯数〕

	施　設　の　種　別
	入所者・世帯数

	助産施設
	　５１９人

	母子生活支援施設
	６０世帯


　　※平成２８年度福祉行政報告例より

○根拠法令等　　児童福祉法第２２条及び２３条

市町村児童保護費負担金の支出事務

市町村が、母子生活支援施設・助産施設に入所承諾した母子等の処遇に要する経費の一部を負担した。

(単位：千円)

	予  算  額
	　㉖ 78,351
	　㉗ 96,357
	　㉘100,898

	決  算  額
	78,351
	91,683
	94,492


○根拠法令等　　児童福祉法第５５条

１０　婦人保護施設退所者自立支援事業

婦人保護施設退所者の自立生活を支援するため、相談・訪問指導を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位：千円)

	予算額
	㉖3,490
	㉗3,490
	㉘3,427

	決    算    額

(特定財源)
	　　　2,963

国庫　(1,481)
	　　　3,062

国庫　(1,531)
	　　　3,427

国庫　(1,713)


　　　　

○根拠法令等　　婦人保護施設退所者自立生活援助事業実施要綱

婦人保護施設退所者自立支援事業実施要領

１１　視覚障がい幼児療育指導事業

(財)大阪府視覚障害者福祉協会に委託し、府内に居住する視覚障がい幼児に対する電話相談・通所指導・保護者研修を行った。

　                                                                （単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉖　６，０５８
	㉗　６，０１１
	㉘　５，７１１

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
	　　　６，０５８
	　　　６，０１１
	　　　５，７１１


　　　　○事業実績
	
	２６年度
	２７年度
	２８年度

	電話相談
	１６件
	１５件
	１６件

	通所指導
	１９人・１１１回
	１３人・１０７回
	１２人・１０６回

	研修事業
	１３回
	１２回
	１０回


　

相　談　支　援　グ　ル　ー　プ
１　児童虐待の発生予防・早期発見のための広報啓発事業

１１月の児童虐待防止推進月間に、児童虐待防止のシンボルであるオレンジリボンの普及・啓発を、府内市町村、報道機関や鉄道事業者などの民間企業、地域と大阪府内全域で展開し、児童虐待防止に対する府民の関心を高め、オレンジリボンの定着を図る目的のキャンペーン事業をした。

　また、平成２７年７月から「１８９」の３桁となった児童相談所全国共通ダイヤルの周知に取組んだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	予算額
	㉖６，２６９
	㉗８，１７１
	㉘６，１３９

	決算額
（特定財源）
	  ６，２６９
国庫（３，１３４）
	  ６，５６３
国庫（３，２８１）
	  ５，７５４
国庫（２，８７７）


○根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

２　市町村児童家庭相談業務支援事業　　　　　　　

　児童福祉法改正により、市町村において児童家庭相談及び児童虐待通告受理を行うこととされたことから、市町村の児童家庭相談担当者に対し研修を行うことにより、市町村における児童家庭相談に関する技術的支援を行った。事業の実施については、特定非営利活動法人児童虐待防止協会に委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	㉖ １，１３８
	㉗１，０８１
	㉘１，０２８

	決  算  額
（特定財源）
	   １，１３８
国庫　（５６９）
	   １，０８１
国庫　（５４０）
	   １，０２８
国庫　（５１４）


　

○根拠法令等　児童福祉法第11条第1項第1号

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

　　

３　児童虐待防止対策事業

　（１）児童相談ＩＴナビシステム　　　　　　　

児童相談ＩＴナビシステムは、ＩＴを活用して相談事案の組織的な管理を行うことにより危機管理体制を強化するとともに、急増する児童虐待事案に対し蓄積データの検証により迅速かつ的確な判断を行い、早期に対応することで重大事案への発展を防ぐことを目的として子ども家庭センターに導入している。児童相談ＩＴナビシステムの保守管理業務等について、富士通株式会社に委託等して行った。

　

（単位：千円）
	予  算  額
	保守料
ｻｰﾊﾞ使用料
改修費
付帯作業費
	㉖　７，８１７

３，９０４

　　　　　０

　　０
	㉗　７，０１９

３，９０４

１１，５５６

　　０
	㉘　６，３３３

８，４４１

２７，２３２

１１１

	決  算  額
（特定財源）
	保守料
ｻｰﾊﾞ使用料
改修費
付帯作業費
（基金）

（国庫）
	７，８１８

３，９０３

０

０

（０）

（０）


	６，９０１

３，９０４

６，８６８

０

（０）

（４，５７８）
	６，３２５

５，４０１

２７，２３２

９７

（０）

（４，８３５）


※平成28年度は、マイナンバー対応に伴う改修とテストを行った。また、サーバ機器等の更新を行った。

　　　○根拠法令等　平成２８年度社会保障・税番号制度システム整備事業実施要綱

（２）児童虐待等危機介入援助チーム

　　　増加・深刻化する児童虐待等子どもの権利侵害に適切に対応するため、子ども家庭センター所長の要請に応じ、事案について専門的見地から調査を行い、保護者、関係者に必要な助言を行うとともに、子ども家庭センター等関係機関に対して、必要な措置を講ずるよう助言を行った。

構成　弁護士90名、医師19名　計109名(H28.4.1現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額
	㉖　８，９７７
	㉗　５，９８０
	㉘　７，８５６

	決算額
（特定財源）
	８，９７７
国庫（２，７１３）
	５，０６６
国庫（２，５３３）
	７，８５６
国庫（３，５７８）


〇根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

大阪府児童虐待等危機介入援助チーム設置運営要綱

　○事業実績
	２６年度
	２７年度
	２８年度

	１，８８７件
	８８６件
	１，５２８件


４　児童虐待事例等点検・検証専門部会

法律や医学等の専門家である外部委員により、子ども家庭センターにおける業務への助言や死亡事案等重大事件発生時の検証を行い、子ども家庭センターにおける業務の専門性及び客観性の向上を図るために設置されている会議である。平成２８年度は、死亡事案等重大事案２件の検証を行うとともに、１センターの業務点検を行った。
（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉖　７６０
	㉗　６３８
	㉘　６４９

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
（特定財源）
	４５２

国庫（２２６）
	１３５

国庫　（６７）
	３０４

国庫（１５２）


	開催年月日
	内容

	平成28年8月25 日
	摂津市・吹田市事案の検証

	平成28年10月3 日
	摂津市・吹田市事案の検証

	平成28年11月10 日
	摂津市・吹田市事案の検証

	平成28年12月7 日
	摂津市・吹田市事案の検証

	平成29年1月13 日
	松原市事案の検証

	平成29年1月25日
	東大阪子ども家庭センター業務点検

	平成29年2月9日
	松原市事案の検証

	平成29年3月3日
	松原市事案の検証
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○根拠法令等　児童虐待の防止に関する法律第4条

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

５　児童虐待対応体制強化事業

児童虐待の通告件数が増加する中、子どもの安全確認・安全確保を確実に行う必要がある。

そのため、各子ども家庭センターに児童保護支援員（警察官ＯＢ）を計７名配置し、児童虐待対応をすすめた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       （単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　　　)
	  ㉖    ２２，７４４
	  ㉗    ２２，９３４
	  ㉘    ２２，９４１

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	１９，７１９
  国庫  　（９，８５９）
	１７，３５４
  国庫  　（８，６７７）
	１７，４３１
  国庫 　（８，７１５）


　　　〇根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

６　学習支援事業

虐待等の理由により委託一時保護等された子どもの学習習慣や学力の維持を図るため、一時保護施設に学習支援員を派遣する学習支援事業を、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会に委託し実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉖　　　　　―
	㉗　１４，０００
	㉘　２６，４００

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
（特定財源）
	―
	１２，５０３

国庫　（６，２５１）
	２５，２５０

国庫（１１，４４５）


　　　〇根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

７　児童家庭支援センター運営事業委託料

地域に密着したよりきめ細かな相談支援を行うため、児童家庭支援センターを設置し、その運営を社会福祉法人　阪南福祉事業会に委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉖ １１，８８０
	 ㉗１１，５２４
	㉘１０，９４６

	決　算　額
（特定財源）
	１１，８８０
国庫 （５，９４０）
	１１，５２４
国庫 （５，７６２）
	９，４１１
国庫 （４，７０５）


　　　〇　根拠法令等　児童福祉法第４４条の２

　　　　　　　　　　　児童家庭支援センター設置運営要綱

　　　　　　　　　　　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱
８　婦人保護事業

（１）売春を行うおそれのある女性、あるいは様々な困難を抱える女性について、相談や必要な援助等を行う女性相談センター〔婦人相談所〕の事務に関して、国その他関係機関との円滑な連絡調整等に努めた。

○根拠法令　売春防止法

（２） 売春防止法による要保護女性のうち、著しい心理学的・医学的困難を抱えるものについて、長期の保護を行った。

○根拠法令等　厚生労働省局長通知「婦人保護長期入所施設の運営について」

（３）ＤＶ被害者からの相談や必要な援助等を行う府内７か所の「配偶者暴力相談支援センター（女性相談センター、６子ども家庭センター）」の事務に関して、国その他関係機関との円滑な連絡調整等に努めた。

　　○根拠法令　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（４）２４時間３６５日すき間なく府民からのＤＶ相談に対応するため、夜間・祝日におけるＤＶ電話相談業務を、ＤＶ被害者支援に専門性を有する民間団体に委託し実施した。
貸　付　・　手　当　グ　ル　ー　プ
１　母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付事業

（単位：千円）

	予算額
	㉖ 　1,393,745
	㉗　 1,504,482
	㉘  1,654,626

	決算額

（特定財源）


	426,499

(予算所属替分を含む)

繰越（728,196）

償還（608,008）

雑入（  3,700）

国貸（　　　0）

繰入（ 35,374）
	426,705

(予算所属替分を含む)

繰越（948,778）

償還（612,192）

雑入（  4,089）

国貸（　　　0）

繰入（ 38,323）
	950,789

(予算所属替分を含む)

繰越（1,176,717）

償還（  590,835 ）

雑入（    4,790 ）

国貸（   　　  0）

繰入（    34,135）


ひとり親家庭及び寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図るため、母子家庭に対しては昭和２８年度から、寡婦に対しては昭和４４年度から、父子家庭に対しては平成２６年１０月から貸付を行っている。（資金種別１３種類）

平成２８年度に行った母子・父子・寡婦福祉資金貸付事業（貸付決定件数及び額）は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度
	貸付件数
	貸　付　額

	２８
	７１３ 
	４２５，８７７

	２７
	６６９ 
	３９７，４５８

	２６
	６５２ 
	３９４，８１４


※貸付決定ベース （継続貸付を含む。）

○根拠法令等　母子及び父子並びに寡婦福祉法

大阪府母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則

２　市町村事務交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額
	㉖  1,037
	㉗　  933
	㉘　1,126

	決算額
	842
	1,029
	1,125


母子・父子・寡婦福祉資金貸付金の貸付けに係る申請の受理等に関する事務処理に対する交付金を各市町福祉事務所に交付した。

○根拠法令等　大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例

３　児童手当の給付事務

家庭における生活の安定と、次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するため、平成27年度において、中学校修了までの児童を監護する保護者等に手当を支給した。

（１）給　付　費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　（単位：千円）

	予   算   額
	㉖　22,235,226
	㉗　21,778,607
	㉘　21,586,277

	決   算   額
	22,106,243
	21,549,769
	21,455,790


      　　
（２）支給対象児童数（平成29年2月末日）

　　　0歳から中学校修了前　　　　　　　　　1,099,712人

（受給者数671,562人）
　　　　　

（３）手　当　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　○平成23年9月まで　　月額：13,000円　中学校修了前の児童（一律）

○平成23年10月以降　３歳未満　月額：15,000円（一律）

　　　　　　　　　　　　　３歳以上小学校卒業まで　

月額：10,000円（第３子以降は月額15,000円）

中学生　月額：10,000円（一律）

所得制限（※）以上　月額5,000円（一律）

（平成24年度児童手当法より）

※所得限度額（年収ベース）960万円未満

　　　（根拠法令） ・平成22年度等における子ども手当の支給に関する法律　

　　　　　　　　　 ・平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法

・児童手当法

４　児童扶養手当給付事務

児童の福祉の増進を図ることを目的として、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定の自立の促進に寄与するため、児童を監護する父又は母等に対して児童扶養手当を支給した。

　（１）給　付　費

　　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （単位：千円）

	予  算  額
	　㉖  592,435
	　㉗  580,105
	　㉘  572,143

	決  算  額
	566,551
	563,219
	571,808


（２）受給権者数（平成29年3月末日）

　　　　受　給　者　　　　　　　      1,130人

　　　　全部停止者　　　　　　　        167人

（３）新規認定請求書受付件数　　　　　175件

（４）受給資格認定件数　　　　　　　　168件

（５）現況受付件数　　　　　　　　  1,322件
（６）手　当　額（平成29年3月現在）

　児童1人の場合

　　　　　全部支給者　　　　　　　　　　　　　月額　42,330円

　　　　　一部支給停止者　　　　　　　　　　　月額　42,320円　～　9,990円

　　　児童２人目以降の加算額（全部支給者）

　　　　　２人目の児童　　　　　　　　　　　　月額　10,000円

　　　　　３人目以降の児童1人増すごとに　　  月額　 6,000円

　　　

児童２人目以降の加算額（一部支給者）

　　　　　２人目の児童　　　　　　　　　　　　月額　 9,990円　～　5,000円

　　　　　３人目以降の児童1人増すごとに　　  月額　 5,990円　～　3,000円

○　根拠法令　　児童扶養手当法

５　特別児童扶養手当給付事務

　　　精神又は身体に障がいを有する児童の福祉の増進を図ることを目的として、児童を監護する父母等に対して特別児童扶養手当を支給した。

１） 受給権者数（平成29年3月末日）

　　　　受　給　者　　               11,994人

　　　　全部停止者　　　　　　        1,197人
（２）新規認定請求書受付件数　      1,740件

（３）受給資格認定件数　　　　      1,719件

（４）所得状況受付件数　　         12,844件

（５）手　当　額（平成29年3月現在）

　　　　１級　　　　障がい児１人につき　月額　51,500円

　　　　２級　　　　障がい児１人につき　月額　34,300円　

○　根拠法令　　特別児童扶養手当等の支給に関する法律

６　電算処理事務契約関係

　　　(特別)児童扶養手当システムを使用するにあたり、システム保守点検業務とシステムサーバ機器等をリースした。

　（１）（特別）児童扶養手当システム保守点検

　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　                   　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉖　1,530
	㉗　1,530
	㉘　1,530

	決　算　額
	1,530
	1,530
	1,530


（２）（特別）児童扶養手当システムサーバ機器等の賃貸借　　　　　　　 

（単位：千円）

	予　算　額
	㉖  1,062
	㉗    693
	㉘    538

	決　算　額
	1,062
	693
	538
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